






































































































5. 事業事前計画表（基本設計時） 

1. 案件名  

ギニア共和国 ブルビネ零細漁港拡張計画基本設計調査 

2. 要請の背景（協力の必要性･位置付け） 

ギニア共和国(以下「ギ」国と云う)は、中期国家開発政策文書「ギニア・ビジョン 2010」(1996 年)

において第一次産業の振興を戦略的重要事項として位置付け、特に水産セクターにおいては、①水産

物による食糧供給の安定化、②漁場管理の合理化と魚価の向上による多額で持続的な外貨の獲得、③

水産分野の経済的バランスによる雇用創出と拡大に貢献する、などの項目を掲げ、さらに具体的な開

発戦略では、「10 年間に生産量を年間 5～7％アップさせ」、特に「小額の投資と簡易な技術で成り立つ

零細漁業の漁獲量を増大させ、その結果として水産業の輸出振興を図る」としている。 

同セクターは、上位計画に沿った小規模漁業振興に係る水揚基地を含む水産・流通施設の整備が急

務となっている。この政策に沿って、我が国の援助で整備され 2000 年に開港した本計画のブルビネ零

細漁港は、同国経済及び水産業の発展に寄与してきた。しかし、首都コナクリ一円で水揚桟橋を持つ

零細漁港は本漁港のみであること、EU 向け鮮魚輸出用水揚指定港も本漁港のみであることなどから、

利用漁船は開港当初の約 2.3 倍（約 350 隻）に、水揚量は約 2 倍（約 5,800 トン）に拡大したが、同

時に以下の様な問題を抱えている。 

1) 利用漁船や漁港施設利用者の増大に伴い、ピーク時の漁船接岸水揚機能（桟橋、岸壁）や製氷・

冷蔵施設、鮮魚小売場、燻製釜など既存設備機能の能力･規模が対応できなくなっており、漁獲後

のロスや鮮度劣化を招き、また港内の作業効率も低下している。 

2) 漁港施設利用者の増大に伴い、漁具･漁船積込み品等の販売店舗、公衆便所などの機能が必要とな

っている。 

3) 登録されていない行商人や求職者などの蝟集を生じ、これが正規の港内作業の効率低下や商活動

の妨げを招き、衛生環境の悪化も助長している。また一方では漁港利用の内規や港湾設備利用協定

の不徹底による混雑が生じている。 

 「ギ」国政府は、本零細漁港におけるこれらサイト内の諸施設の規模的な対応が困難となった現状

を改善するため、ブルビネ零細漁港の拡張・整備を要請してきた。 

本プロジェクトは、本漁港の拡充・整備を実施することにより、港内作業の効率化による水揚魚類

の品質の向上、漁獲後のロスの削減と水産物流通量の拡大、併せて漁港内の混雑解消と衛生状態の改

善を行い、ひいては小規模漁業の振興と発展に資するものである。 

 

3. プロジェクト全体計画概要  

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 

ブルビネ零細漁港の混雑が解消され、水産物流通量が増加する。 

裨益対象の範囲及び規模 

直接裨益：本零細漁港を利用する登録漁民および登録施設利用者約 3,400 人 

間接裨益: 首都コナクリを含む周辺住人(消費者)約 100 万人 
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(2) プロジェクト全体計画の成果 

ア ブルビネ零細漁港の水揚施設、製氷・冷蔵施設、燻製施設が拡張され、鮮魚小売市場、漁

業関係者棟が建設されて本漁港施設が改修・整備される。

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

ア 利用漁船数や施設利用者に対応した漁港施設を改修・整備する。

イ 工事開始前のサイト内清掃および不法投棄物の撤去をする。 

ウ  供与後の維持管理体制を確保する。 

(4) 投入（インプット） 

ア 日本側：無償資金協力 6.66 億円

イ ｢ギ｣国側： 

  （ア）本無償資金協力案件の実施に係わる負担額：0.20 億円 

（イ）本無償資金協力案件対象施設の改修後の維持管理費：年平均 0.16 億円 

(5) 実施体制 

主管官庁：国際協力省 

実施機関：漁業養殖省 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

 「ギ」国コナクリ市 

(2) 概要  

 漁港施設の改修・整備 

(3) 相手国負担事項  

①  工事着工前の建設敷地内の清掃、不法投棄物並びに障害物の除却（ゴミ、放置船他） 

② 工事期間中の一時移転と帰還の登録漁港利用者全員への便宜 

③ 事業に必要な許認可申請手続きと許可の受給 

④ 施設運営の予算、人員の確保（引渡し後の施設立ち上げに関る初期導入費用含む）および

適切かつ効果的な管理運営 

(4) 概算事業費 

 概算事業費 6.86 億円（日本側負担 二期計 6.66 億円（一期 4.05 億円、二期 2.61 億円）、

「ギ」国側負担 0.20 億円） 

(5) 工期 

  詳細設計・入札期間を含め 23 ヶ月(予定) 

(6) 貧困、ジェンダー、環境および社会面の配慮 

① 建設工事に先立ち「ギ」国は、漁民・施設利用者の一時移転を円滑に行うため、移転対象

者の自主的合意の取り付け、移転先の整備、移転費用の負担などを実施する。 

② 「ギ」国は、掘削、埋め立てに係る鉱山省の確認申請を行う。 
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5. 外部要因リスク 

① 「ギ」国の政情・治安が悪化しない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

既存漁港施設の開設後、付帯施設として漁具販売所や貸電話業者などの漁業関係者用店舗、漁具

倉庫、屋外燻製釜が漁港利用者により不規則に設置された。しかし、全体の配置計画、動線への配

慮が欠けていたことから、港内の混雑を助長し、火災、交通事故の危険性のある施設となっている。

本計画では施設開設後に付加された施設を取り込み、再配置することにより、場内動線を整合させ、

混雑を緩和させる計画とした。 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

成 果 指 標 現状の数値 計画 

ピーク時の水揚げバースの待ち時間の短縮 平均 45-50 分 平均 10 分* 

水揚げ量の増加 16.1 トン/日 17.6 トン/日 

既存私製釜の代替による燻製加工量の増加 2.0 トン/日 2.4 トン/日 

氷予約漁船への氷の供給率 44％ 90％ 

 ＊現状と同様の漁船規模(12～19.5ｍ)および漁船数(350 隻)の場合（水揚可能潮位時） 

 

(2) その他の成果指標 

特になし。 

 

(3) 評価のタイミング 

2009 年以降（協力対象施設竣工後） 
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6. 参考資料/入手資料リスト 
 

No. 資料名称 発行・年月 備考 
1 STRATEGIE SECTORIELLE DE REDUCTION DE LA 

PAUVRETE EN MILIEU PECHE  
 

MINISTERE DE LA 
PECHE ET 
L’AQUACULTURE 
2001 10 月  

COPY 

2 GUINEE, VISION 2010 
STRATEGIES DE DEVELOPMENT: 
SOUS-SECTEUR PECHE DE AQUACULTURURE 
SOUS-SECTEUR ELEVAGE 

MINISTERE DE LA 
PECHE ET DE 
L’ELEVAGE 
1997 年 8 月  

COPY 

3 EVALUATION DE LA STRATEGIE DE 
DEVELOPPEMENT SOCIO-ECONOMIQUE 
"GUINEE, VISION 2010" 

MINISTERE DU 
PLAN 
2005 年 5 月 

PDF 

4 RAPPOET D’ ACTICITES ANNEE 2004 MINISTERE DE LA 
PECHE ET DE 
L’AQUACULTURE 

COPY 

5 ブルビネ漁港の漁獲量 2001-2005 
水揚量と輸出量 

MINISTERE DE LA 
PECHE ET 
L’AQUACULTURE 

COPY 

6 質問票に関する回答書 MINISTERE DE LA 
PECHE ET DE 
L’AQUACULTURE 
2006 年 3 月 

ORIGINAL

7 コナクリ地図 MINISTERE DE L' 
URBANISME ET 
L’HABITAT 

ORIGINAL

8 Guinea - Plan national d ' action pour l ' environnement 
(PNAE)  VOL1 VOL2 

REPUBLIC DE 
GUINEE 
1994 年 9 月 

PDF 
DATA 

9 COUNTRY ASSISTANCE PROGRESS REPORT FOR 
GUINEA 

WORLD BANK PDF 
DATA 

10 Guinea: Selected Issues and Statistical Appendix 
 

IMF 
2006 年１月 

PDF 
DATA 

11 Guinea: Poverty Reduction Strategy Paper Progress 
Report 
 

IMF 
2004 年 11 月 

PDF 
DATA 

12 Interim Poverty Reduction Strategy Papers (I-PRSPs), REPUBLIC DE 
GUINEE 
2000 年 10 月 

PDF 
DATA 

13 水揚統計資料 2000-2004 ギニア漁業養殖省 DATA 
14 ブルビネ零細漁業における EIA 調査レポート 環境省 2006 年 1 月 COPY 
15 ARRETE FIXANT LES TARIFS DE PRESTATIONS 

DES SERVICES DU PAC 
コナクリ自治港施設運用料金規定細則 

SOCIETE 
NATIONALE PORT 
AUTONOME DE 
CONAKRY (PAC) 
国営コナクリ自治港 
2006 年 1 月 

COPY 
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